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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
人件費：類似団体平均とほぼ同値となっている。職員数が類似団体と比較して多いものの、給与水準（ラスパイレス指数）
が類似団体と比較して低いため、平均値レベルに留まっている。しかしながら、公営企業会計（法非適）の人件費に充てた
繰出金といった人件費に準ずる費用を合計した場合の人口1人当たりの歳出決算額は類似団体平均を上回っているた
め、今後は、定員管理の適正化（19年度に策定した定員適正化計画に基づく）に努めるとともに、人件費に準ずる経費を
含めた人件費関係経費全般について、抑制を図る必要がある。
物件費：類似団体平均と比較すると、物件費に係る経常収支比率は低くなっているが、人口1人当たりの歳出決算額は、
類似団体平均の1.4倍程度であり、高い水準にある。（19年度については、基幹系システムの更新など臨時的な経費が発
生。）物件費については、20年11月に策定した「物件費等55億円財源計画」に従い、8年間で類似団体平均並に引き下げ
る方針である。
補助費等：類似団体平均と比較すると、補助費等に係る経常収支比率は低くなっているが、人口1人当たりの歳出決算額
は、類似団体平均を上回る状況にある。また、一部事務組合がごみ処理施設整備のために発行した地方債の元金償還
が開始するため、今後についても、補助費等の決算額の増加が見込まれる。このため、補助費等についても、20年11月に
策定した「物件費等55億円財源計画」に従い、歳出額の抑制を図ることとしている。
公債費：合併前の各団体にて、国の経済対策に呼応し、遅れている社会資本の整備や地域振興に資する事業に積極的
に取り組んできたことにより、地方債の元利償還金の負担が大きくなっている。この結果、公債費に係る経常収支比率は
類似団体平均を大きく上回っている。また、公営企業債の元利償還金に対する繰出金などの準元利償還金を含めた公債
費及び公債費に準ずる費用の人口1人当たりの決算額は類似団体中の最大値である。地方債等の繰上償還を実施（18
年度からの4ヵ年で4,000百万円を超える額を実施）するとともに、投資的経費の縮減（合併前の概ね6割程度）による地方
債発行の抑制を行い、数値の改善を図る。
普通建設事業費：普通建設事業費の人口1人当たりの決算額は類似団体平均の2倍以上となっている。これは、合併後の
新市建設計画に基づく大型事業（CATV整備、埋立処分地施設整備、駅北地区整備、学校給食センター整備等）に取り組
んだことによるものである。（22年度までの間は新市における主要事業が集中する期間であるため、高い水準で推移する
ことが見込まれる。）しかしながら、市の財政状況は非常に厳しく、実質公債費比率も25.1％と「地方公共団体の財政の健
全化に関する法律」に定める早期健全化基準を上回っていることから、主要な事業以外の普通建設事業については、縮
減（合併前の概ね6割程度）を図ることとしている。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 6,222,669 102,798 76,156 35.0
賃金（物件費） 171,478 2,833 3,509 ▲ 19.3
一部事務組合負担金（補助費等） 161,413 2,667 6,459 ▲ 58.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 922 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 3 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 227,564 3,759 3,029 24.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 116,624 1,927 1,632 18.1
▲退職金 ▲ 651,186 ▲ 10,758 ▲ 8,834 21.8
合計 6,248,562 103,226 82,877 24.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 11.58 8.23 3.35
ラスパイレス指数 95.3 97.3 ▲ 2.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

5,834,905 96,392 43,825 119.9

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

6,667 110 26 323.1

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 741,984 12,258 12,727 ▲ 3.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

66,421 1,097 4,402 ▲ 75.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

495,896 8,192 2,098 290.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 34 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 3,434,561 ▲ 56,739 ▲ 35,265 60.9

合計 3,711,312 61,311 27,845 120.2

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 島根県 浜田市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

6,040,669 96,969 - 59,039 - -

うち単独分 4,621,200 74,183 - 34,986 - -

6,354,324 103,521 6.8 52,453 ▲ 11.2 18.0

うち単独分 3,722,487 60,645 ▲ 18.2 30,509 ▲ 12.8 ▲ 5.4

6,250,133 103,252 ▲ 0.3 48,408 ▲ 7.7 7.4

うち単独分 4,712,419 77,849 28.4 26,937 ▲ 11.7 40.1

過去５年間平均 6,215,042 101,247 3.3 53,300 ▲ 9.5 12.8

うち単独分 4,352,035 70,892 5.1 30,811 ▲ 12.3 17.4
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（千円）
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